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工業用水道事業における施設管理アドバイザー制度について 

 

千葉県水道局工業用水部施設設備課 

 

1.はじめに 
 

 千葉県では、企業の生産活動に不可欠な資源である工業用水の確保と社会問題となった地盤沈下

への対策として、県内 7地区において工業用水道を整備し、低廉な工業用水を安定的に供給するこ

とにより立地企業の健全な発展を支援してきました。その結果、製造品出荷額は全国第 7位（平成

28年経済センサス）となるなど本県は全国有数の工業県に発展してきたところです。 

 特に、鉄鋼、石油化学コンビナートなどの素材・エネルギー型産業や、食品産業等の一大集積地

が形成された京葉臨海地域は、県全体の製造品出荷額の 6割強を担うなど、本県経済をけん引する

とともに、電力、ガス、石油等のエネルギー供給拠点も集中立地し、工業用水は重要な産業基盤の

ひとつとして、企業の経済活動や県民生活を支えています。 

 

2.工業用水道事業の概要 
 
 千葉県の工業用水道事業は、昭和 34 年に五井市原地区の建設に着手して以来、五井姉崎地区、

千葉港中央地区第 1期、千葉港中央地区第 2期、千葉地区、茂原地区、木更津南部地区、葛南地区、

東葛地区、房総臨海地区、北総地区を建設してきました。このうち、千葉港中央地区第 1期と千葉

港中央地区第 2期は平成元年に、茂原地区は平成 3年に、それぞれ地下水による工業用水供給から

房総臨海地区の表流水による工業用水供給に転換され、事業が廃止となっています。また、葛南地

区と東葛地区は、経営の安定化・効率化、経営基盤の強化を目的として、平成 16 年度に統合して

います。この結果、現在は、東葛・葛南地区、千葉地区、五井市原地区、五井姉崎地区、房総臨海

地区、北総地区の 7地区で事業を行っており、1日当たりの給水能力は合わせて約 115万立方メー

トルとなっています。 
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3.施設更新・耐震化長期計画 
 
 千葉県の工業用水道事業も創設から半世紀が経過し、施設の老朽化への対策や大規模地震の発生

に備えた耐震対策が急務となっており、計画的に施設の更新・耐震化を進め、工業用水道事業を持

続可能なものとし、引き続き千葉県の産業競争力の維持・強化に貢献していくことが求められてい

ます。そこで、持続可能な工業用水道事業を構築して、工業用水を安定的に供給していくことを目

的として、平成 25 年度から 3 年間をかけて調査・検討を行い、受水企業等との意見交換を経て、

平成 28年 3月に「千葉県工業用水道事業施設更新・耐震化長期計画」を策定しました。 

（1） 施設の現状把握 

 施設の現状を把握するため、現地調査を行うとともに、老朽度の評価及び耐震性の評価を行いま

した。老朽度の評価は、経済産業省の「工業用水道施設更新・耐震・アセットマネジメント指針（平

成 25 年 3 月）」（以下、工水指針）に基づいて行っています。耐震性の評価は、重要な土木施設に

ついては耐震計算を伴う詳細診断を実施するとともに、その他の土木施設では「水道施設機能診断

マニュアル（（公財）水道技術研究センター、平成 23 年 3 月）」に基づく簡易診断を行いました。

また、総延長約 380kmにおよぶ管路の耐震性の評価は、工水指針を参考として「管路の耐震化に関

する検討報告書（厚生労働省、平成 26年 6月）」に準拠した耐震適合性を有する管種・継手の材料

の使用状況により判定しました。この結果、緊急的に更新の必要がある施設は少なかったものの、

耐震性については、土木施設の約 30％、管路の約 55％に留まっていることがわかりました。 

（2） 重要度の設定 

 工水指針に基づき、取水施設、浄水施設、配水施設については、ランク A1 とし、バイパス管が

工業用水の迂回機能を果たす場合は、ランク A2 としています。また、排泥処理施設については、

ランク Bを基本としますが、薬品注入を行っている浄水場においては、排泥処理施設の停止は、浄

水機能の停止につながることから、ランク A2としました。 
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（3） 事業計画の作成 

 老朽度や耐震性の評価、施設毎の重要度を踏まえ、各工業用水道事業地区の事業計画を作成しま

した。 

 各事業の着手時期は、事業規模が大きい土木施設の整備時期を定めてから、建築施設やその他の

施設の整備時期を決定しています。土木施設については、安定給水の観点から、浄水場の複数ある

水処理工程のうち 1系統の優先更新及び上流側からの整備を考慮して整備順位を決定しました。建

築施設については、全ての施設において耐震性が確保されていることから、あらかじめ定めた更新

基準年数での建て替えを基本としています。機械・電気・計装設備については、あらかじめ定めて

いる更新基準年数での更新を基本としますが、土木施設の更新時期に合わせて調整しています。管

路については、耐震化を優先することとし、通過水量が多く影響度の高い上流側の管路から整備を

行います。水管橋は、管路の整備にあわせて架け替え等を行います。 

 なお、特定の時期に事業が集中することは、工業用水道事業の経営上支障があることから、上記

の整備方針を踏まえつつ、事業の前倒しや繰り延べ等といった工夫を加えることによって、各年度

における事業費の平準化を図りました。 

 この結果、5年毎の事業費は約 180億円～約 269億円で推移し、総額の事業費は約 1,853億円と

なっています。 
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4.アドバイザー制度導入の経緯 
 
 千葉県では、一時期採用職員が減少し、また、工業用水部以外の部局への交流人事等の人事異動

により、工業用水道事業に精通した技術職員の確保が困難となっています。それに加え、工業用水

道事業に熟達した職員が定年を迎えるなど、工業用水を知る人間が年々減っています。 

 また、平成 10年代後半には受水企業より、「千葉県は、他県に比べて工業用水の料金が高い」と

いう声が高まり、コストダウンをする必要性が出てきました。人件費の削減が最も即効性のあるコ

ストダウンであるため、民間による委託を順次進めていき、現在では、浄水場の運転管理業務はす

べて民間委託となっており、一部の浄水場では施設管理業務を含めた包括的な民間委託を行ってい

ます。 

 職員が減ったことによる影響として、管路パトロール等の巡視点検が委託化され、職員による管

路位置等の習熟が難しくなっています。一方、管路施設は都市化の進行による交通渋滞から、パト

ロール所要時間が増加し、ますます習熟の頻度が減少する要因となっています。このような状況の

中、工業用水道事業に関わった千葉県職員の OBから工業用水道事業へのサポートの申し出があり、

そこから、約 1 年間かけて双方で検討し、平成 22 年 3 月に現在の千葉県水道局工業用水部「工業

用水道施設管理アドバイザー制度」設置要綱を制定、その支援組織として工業用水道事業に携わっ

た千葉県職員の OBで組織する「工水守会」（みずもりかい）が発足しました。 

 

5.工水守会の紹介 
 
 支援組織の行動原則は、一つめに無償奉仕活動ということで、自主的・自発的な無償のボランテ

ィア活動を原則としています。 

 二つめに、自己責任・自己完結ということで、会員が自らの判断で業務協力活動を行うものとし

ています。 
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従って、自分の可能な範囲内で活動し、無理はしないということです。 

 三つめに、日常生活での工業用水道施設の注視、情報提供ということで、日常生活を送っている

中で、工業用水配管が埋設されている場所付近で漏水が起きていたときや、工業用水道施設の近く

で危険な工事（例えば、配管が埋設されている場所を掘削している等）をしているのを発見した際

に、各管轄事務所へ情報提供をすることとしています。 

 四つめに、技術的助言ということで、現在、千葉県の工業用水道施設は、古いもので、建設され

てから 50 年近く経っているものもあり、更新あるいは耐震化を計画しているものがあります。ま

た、設備の老朽化から、不具合が発見されたときに、 
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現職員に対し、過去の経験や知見を提供し、技術的な支援を行うこととしています。 

 下表には、会員数の推移が記載してあります。 

 

6.活動実績 
 
 日常の活動では、施設点検情報の提供・東日本大震災による放射能影響により現在は実施してい

ませんが、培養土販売促進宣伝・年に 2～3 回程度実施している意見交換会・現場視察・合同研修

会などを実施してきました。 

 施設点検情報の提供は、工水管路におけるマンホールのがたつき、近接工事や漏水の報告等です。

2011 年に起きた東日本大震災の際には、管路のいたるところで漏水事故が発生し、職員はその対

応で手一杯で管路や施設の点検がなかなかできないでいた中、工水守会（みずもりかい）からの申

し出があり、管路施設の点検を依頼しました。その際にも、古くから工業用水に携わっていたこと

もあり、埋設ルートや配管の位置を把握しており、即戦力として対応していただきました。 
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 合同研修会では、平成 22 年度の発足当時から現在にいたるまで、毎年、さまざまな課題に対し

て、工水守会（みずもりかい）会員が講師となって、研修を行っています。建設当初の文献に残ら

ない貴重な話や工法等を講話していただいております。また、時には外部講師を呼び、一緒に研修

会を受けるということも行っています。 

 

7.おわりに 
 
 千葉県水道局工業用水部では、40年にわたる施設更新・耐震化長期計画に基づき、平成 30年度

から、「千葉県工業用水道事業中期経営計画」において具体化して施設更新・耐震化を行っていく

こととしています。また、諸先輩方の意見を有効活用して工業用水のユーザーである受水企業の意

見を参考に、「工業用水の給水安定化を図り、千葉県経済の活力の維持と向上に貢献する。」工業用

水道事業を進めていくこととしています。 


